[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2021　年　1　月　12　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　　　　　 やまははつどうき
                            　一般事業主の氏名又は名称 ヤマハ発動機株式会社
（ふりがな）ひだか　よしひろ
                              （法人の場合）代表者の氏名  　    日髙 祥博     
住所　　　　　　　　　　〒438-8501　　　静岡県磐田市新貝2500

法人番号　　　2080401016040　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 長期ビジョン/新中期経営計画（2019年-2021年）
2 統合報告書2020年

	公表日
	1 2018年12月11日
2 2020年8月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/library/report/#anchor-management-plan2019to2021
「長期ビジョン / 中期経営計画 2019年～2021年」説明会資料P2-17に記載。
2 
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2020/
P26-27「長期ビジョンと中期経営計画」に記載。

	記載内容抜粋
	全社長期ビジョン：ART for Human Possibilities「人はもっと幸せになれる」
ロボティクスを活用し（Advancing Robotics）、社会課題に取り組み（Rethinking Solution）、モビリティに変革をもたらすことで(Transforming  Mobility)人々の可能性を拡げ、より良い生活と社会の実現を目指す。
排出ガス規制、電動化、先進国高齢化、IT・AI技術の発展などの社会の変化に対し、当社のコア技術と先進技術を組み合わせ、ビジネスパートナーとの共創を図りながら推進する。

	[bookmark: _Hlk60125174]意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて、長期ビジョン/新中期経営計画の承認を得て公表。統合報告書内の重要な社会課題や目標値も取締役会の承認を得ている。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 長期ビジョン/新中期経営計画（2019年-2021年）
2 統合報告書2020年

	公表日
	1 2018年12月11日
2 2020年8月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/library/report/#anchor-management-plan2019to2021
「長期ビジョン / 中期経営計画 2019年～2021年」説明会資料P5-17に記載。
2 
https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2020/
P27「長期ビジョン」、P22-23「重要な社会課題(マテリアリティ)」、P38-39「Digital Transformation」、P68「リスクマネジメント：グループ重要リスク」に記載。

	記載内容抜粋
	事業基盤・経営基盤の刷新と新規事業の開発を推進。技術と市場を切り口とした４つの分類で進める。
既存市場×既存技術：継続的かつ着実な成長を、Inorganicな成長
既存市場×新規技術：システムサプライヤー戦略、電動化、シェアリング
新規市場×既存技術：農業、医療、自動運転
新規市場×新規技術：現有の技術・市場とシナジーがない新領域への資源配分は行わない
ビジネスモデル例：二輪車コネクテッド、自動搬送ソリューション

長期ビジョンの実現に向けて最新デジタル技術やデータのさらなる戦略的活用を図るため、当社のデジタルトランスフォーメーションとして「Yamaha Motor to the Next Stage」を掲げ、3つの取り組みを同時並行かつリンクさせながら推進。
＜Y-DX1：経営基盤改革＞2019-2021グローバル連結DB・日本会計ERP、2022-2024主要拠点ERP、2025-2027全拠点ERP
＜Y-DX2：今を強くする＞2019-2021重点4領域基礎・DAP、2022-2024重点4領域応用・グローバル展開、2025-2027進化・アップデート
＜Y-DX3：未来を創る＞2019-2021探索・試行、2022-2024構築・実行、2025-2027拡大


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて、長期ビジョン/新中期経営計画の承認を得て公表。統合報告書内の重要な社会課題や目標値も取締役会の承認を得ている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2020/
統合報告書2020年P62-63「コーポレートガバナンス」に記載。

	記載内容抜粋
	当社のお客様の特性・製品・事業・機能に精通した社内取締役とグローバル企業経営の豊かな知見を有する社外取締役で構成する取締役会、会計・法務・経営管理等の専門知識を有する社外監査役を含む監査役会から構成される体制が有効。この企業統治体制のもとで迅速な業務執行を図るため、執行役員を選任し、取締役会は業務執行に関わる事項を委任。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2020/
統合報告書2020年P38-39「Digital Transformation」に記載。

	記載内容抜粋
	経営基盤の改革（ERP導入）、デジタルデータ基盤導入




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2020年


	公表日
	2020年8月7日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2020/
統合報告書2020年P22-23「重要な社会課題(マテリアリティ)」に記載。

	記載内容抜粋
	・二輪車コネクテッド
2030年に目指す姿：累計400万台への搭載（2024年目標）
中期目標（2019～2021年）：搭載したモーターサイクルを年間20万台以上市場に供給
・自動搬送ソリューション： 
2030年に目指す姿：工場まるごと最適化
中期目標（2019～2021年）：工場内AGVの連携




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年8月7日


	発信方法
	統合報告書2020年


	発信内容
	・中長期戦略の推進（MBSE開発、スマートファクトリーの展開、ERP刷新、電動化対応、新規事業開発を４つの領域に絞り込んだ等）
・2020年12月期の見通し（eコマース活用推進）
・社会価値の創出に向けて（4つの重要な社会課題の取り組みを説明）
・決算説明会で、成長戦略の進捗を説明。（20年1Q：新規分野、基幹事業の進捗状況を説明、2Q ：構造改革・成長戦略の進捗状況を地域別に説明、３Q：成長戦略を具現化する商品戦略を説明）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	課題の把握実施中。各システムの導入日程作成済。


	実施内容
	・統合報告書2020年中長期戦略の推進（P12）にて、経営基盤刷新（MBSE開発、スマートファクトリーの展開、ERP刷新）について説明。
・DX推進指標自己診断結果を記入したものを添付書類として提出。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	実施中。状況に応じて都度対応。


	実施内容
	・グループ重要リスクとして設定済。サイバーセキュリティ方針を制定済。
企業ホームページ（サステナビリティサイト）にて公表。
・IT本部にて、毎年サイバーセキュリティを含むITリスクアセスメント、及びモニタリングをグループ全体で実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

